


























































（ケインズ「1945 年 12 月 29 日付覚書」CW 1980b : 149）①
①　　プレスネルは、この一文について、ハムレットの父の亡霊の台詞（『ハムレット』第１幕第５場 Hamlet,I,v.77）を
想起させると注記している。（Pressnell 1986 : 189）




















































（ガードナー 1973 : 258）これは、少々荒っぽい説
明であるといわなければならない。銀行案につい
ては次のような動きがあったからだ。基金ともど





























とされていた。それが、7 月 1 日に提案された会
議向け準備草案では、第 4 条第 1 項で、金とな


















































際通貨基金）使命と誤算』の「第 2 章　IMF 設
立とブレトンウッズ体制」の「1 ブレトンウッズ
会議─実現しなかったイギリス（ケインズ）案」（大





るアメリカ案への妥協を迫られ、1944 年 7 月 22



























































































② 　こうした批判が的を外れた指摘では無いことは著者が「ブレトンウッズの戦い」とする著作の中心的部分（第 7 章、
第 8 章）を概観するとより明確になろう。















































































































ユダヤ教の信仰に厚い人びとが居住しており、反ユダヤ主義の風潮はなかったからであるという。（de Vries 1996 : 9）














































































































います。（CW 1980b : 26-8）


































































タファーに言及している。（浜田 1989 : 15）だが、ケインズの演説を読めば「嘆いた」のではなく、確信を持って断
固として基金案への支持を訴えていたことがわかる。ケインズをマネタリストの立場から再解釈したメルツァーも、
ケインズはもともと清算同盟案にさほど執着していたわけではないとの解釈に立ち、この演説の部分を注記（注 35）
している。（メルツァー 1997 : 290）
























であるとの立場に立脚している。（CW 1980b : 9-













































年 5 月 4 日付オピーからウェイリーへの書信」、
「1944 年 5 月 9 日付オピーからウェイリーへの書
信」、「1944 年 5 月 16 日付ウェイリーからケイン
ズ、ブランド、イーディーへの書信」、「5 月 16
日付ケインズ覚書」T160/1281/F18885/11 ; Dor-

















られるべきことなどで合意する。（CW 1979 : 33）








戦後 2 か年で総額 5.75 億ポンドと推計した。ケ
インズも独自に英国が均衡に達するまでの移行期



















































































との交渉にもよるが英国は終戦時に 3 ～ 5 億ポン
















































































































































に同意した 1945 年 8 月 1 日以後に開業すべ






（「大蔵大臣室での会議録」T247/28 ; CW  1980b : 47）












　①資本金は約 25 億ポンド（１£ ＝４ドルとす



























































































































同声明第 2 条第 3 項、ならびに第 3 条第７項（b）、
（c）─基金が加盟国から金を取得できる規定案―




第 7 項（b）、（c）の問題点を指摘した「6 月 21
日付ケインズ『第 3 条第 7 項（b）、（c）の不明




第 2 条第 3 項、同第 3 条第 7 項（b）、（c）にあ














































　第 1 に、共同声明第 3 条第 7 項（b）、（c）は、





























































の 通 貨 で 管 理 さ れ る。（CW 1980b : 55 ; Oliver 







重要な合意があった。即ち、6 月 20 日の英国代
表団の会議で、第 1 に、ドルとポンドの相場を１

















































21 のテーマを扱った。（Horsefield 1969 : 79-80）














開催されたのであったからだ。（CW 1980b : 56-9 ;  





















































る。（CW 1980b : 67, 70）










りの 80% は、保証基金（gurranty fund）として
























米協議は 30 日も行われた。（Howson and Mog-





















































（CW 1980b : 44-5）















どうか、いささか不安があったと回想している。(Black 1991 : 42)
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テーマとなっていた。













（Horsefield 1969 : 82-3 ; Howson and Moggridge 




































当の 25%、あるいは保有する “gold and gold-con-


































に持ち越された。（Dormael 1978 : 165 ; Horsefield 
1969 : 83）
　稀少通貨条項については進展があった。ロビン
ズは、6 月 26 日の日記に、この日米国との間で突っ
込んだ討議がなされたこと、そうして、稀少通貨
条項での戦いで全面的に勝利した、と記していた。
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ぼったとしている。（Horsefield 1969 : 87）
























































































































かねないと懸念した。（Howson and Moggridge 






















⑥ 　例えばブレトンウッズ会議事務局長コーについてみよう。彼は、財務省調査局から 1946 年に IMF 事務局に移った。
1952 年、彼は、非米活動委の召喚を拒否し、IMF を辞職する。1956 年、彼は上院司法委の証人喚問で、「私はスパ
イではない。ホワイトもスパイではないと確信する」と証言する。だが更なる追求を恐れたコーは、一旦カナダに逃れ、
1958 年中国に、事実上、亡命した。国営新華社は、彼が、政府要人の見舞いを受けつつも 6 ヶ月の闘病後に 1980 年 6 月、
当地で逝去した、と報じた。（Craig 2004 : 89, 315 note 28）





















晩餐会で、厚さ 3 インチ、横幅 6 インチの彼にとっ
ても巨大なステーキが振る舞われたことに驚き



















将来も続くであろう。」（Howson and Moggridge 
1990 : 181-2）
（２）ブレトンウッズ、マウント・ワシントンホテル














































今日（7 月 22 日のこと）などはむしろ、うすら
寒いイングランドの典型的な 7 月の一日といった
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（CW 1980b : 110-1）
　7 月 4 日、基金に関する各分科会がフルに活動
を開始した。ロビンズは、各分科会相互の連携
がとれていない状態での会議の進行を懸念した。








































































げたのであった。（Moggridge 1992 : 741 ; Blum 
1967 : 258 ; Dormael 1978 : 174 ; Steil 2013 : 12）
（３）ブレトンウッズ会議の開幕
　各国代表団は、7 月 1 日、早朝、ブレトンウッ
ズに着いた。モーゲンソー長官の挨拶で会議の幕
がきって落された。だが、本格的に会議が始まる






催されたのは、7 月 3 日のことであった。
　第 1 専門委員会は国際通貨基金を扱う。また、





















18、19 日に開催された。また、第 2 専門委員会は、
７月 11 日に活動を開始し、13、16、19、20、21









































































































るブレトンウッズの箇所では、国務省の編集による全 2 巻からなるブレトンウッズ会議の『会議録』Proceedings に
のみ依拠して、ブレトンウッズ会議を扱っている。彼によれば「わずかな記録が『会議録』に収録されているだけで
ある。これ以外に公式記録は残されていない。」（Horsefield 1969 : 93）
 　ブレトンウッズ会議を回顧したマイクセルも、会議に関しては、概略の、不十分な記録が残されているだけで、
多くのより興味深い議論に関しては、参加者の未公開の覚書や回顧録が残されているのみであると書いている。
（Mikesell 1994 : 35）ブレトンウッズ会議の公式記録が米国国務省の取りまとめた『会議録』以外に存在しないとい
うのは驚くに値しない。会議事務局は、事実上米国代表団によって組織されていたからである。 









案であった。共同声明の第 1 ～ 10 条編成に新た




的と政策」、第 2 条「基金への出資」、第 3 条「基
金との取引」、第 4 条「加盟国通貨の平価」、第 5
条「資本取引」、第 6 条「不足通貨の割当」、第７
条「基金の管理」、第 8 条「基金からの脱退」、第



























　第 3 に、きわめて重要な点であったが、第 4 条
第 1 項の平価の決定で突然のごとく a gold-con-

















されることになるのだった。（USDS 1948 : 21-68）
　
　② 7 月 10 日付第Ⅰ専門委員会起草委員会「国
際通貨基金協定案」




　③ 7 月 12 日付第 1 専門委員会特別委員会（Ad 










































的国際清算 Multilateral International Clearing」）
として提案されていたものであった。 （USDS 
1948 : 32）
　この 7 月 12 日付文書は、国際通貨基金協定第
8 条の内容がここでほぼ整備された点で、その条
項化の画期をなす。その意義は、第 1 に、第 4 項
で外国保有残高の交換性を規定していること、第
2 に、第 5 項、第 6 項でそれぞれ経常取引に対す
る為替制限の撤廃、差別的通貨措置の撤廃を新設
していること、にある。なお、国際通貨協定最終
案では、第 4 項は第 8 条第 4 項に、第 5 項、第 6
項はそれぞれ第 8 条第 2 項、第 3 項として規定さ
れる。この草案の条項の順番が入れ替えられたこ
とが判る。すなわち、7 月 12 日の時点での第 4
項→第５項→第６項という項目の編成が、最終案
で第 5 項→第 6 項→第 4 項の順に並べかえられる
のである。（USDS 1948 : 544-6）
















Control on Current Payment」、第 3 項「多角的
清算 Multilateral Clearing」、第 4 項「基金から
の通貨の受取」、第５項「情報の提供」、第 6 項「既
存の国際取決めに関する加盟国間の協議」となっ




が盛り込まれていた。したがって、この 7 月 13
日の文書は、外国保有残高の項以外の項を欠いて




不明であった。（USDS 1948 : 527）
　最後に、11 条の票決権、12 条の基金の所在地
についても具体的な規定がなかった。
⑤ 7 月 14 日　 第 1 専 門 委 員 会「 特 別 委 員 会
（Special Committee）」報告　
　特別委員会は 13 ～ 14 日にかけて委員会を開催
した。その結果、特別委員会としては⑴「多角的
国際的清算 Multilateral International Clearing」
（当初案では第 3 条第 6 項／起草委員会報告では
第 8 条第 3 項）、⑵ 7 月 13 日に特別委員会（Ad 
Hoc Committee）から第 1 専門委員会に報告さ
れた 12 日付第 9 条第 4 項「経常支払に対する
為替制限」を採用するように勧告した。（USDS 







⑥ 7 月 14 日（A）第 1 専門委員会議事録
　専門委員会の議事録によると、第 8 条のうち第
2 項は「経常支払に対する為替制限」、第 3 項は「多
角的清算」となっている。第 3 項は最終案では、
第 4 項に変更されるのである。（USDS 1948 : 621, 
627-9）
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るからである。（USDS 1948 : 655-696）この最終
案で第 8 条とともに重要であったのは、第 4 条
第 1 項での平価規定の変更である。これまで各国
通貨の平価の基準となる通貨単位を金とならんで
「金交換可能通貨単位 gold-convertible currency 
unit」としていたのを「合衆国ドル」と変更して
いる。（USDS 1948 : 660） 





上げられたものであった。この文書が 7 月 20 日
にブレトンウッズの全体会議に提案されるのであ





第 5 条、第 6 条、第 7 条であった。7 月 13 日には、
ほぼ条文案が作成され、翌 7 月 14 日には、第 1
専門委員会で承認されている。この一方で第 4 条、



























　7 月 1 日の共同声明を基礎にした当初案から 7
月 16 日の「Working Draft」をへて 7 月 19 日の
だだ第 1 専門委員会起草委員会第 2 報告、最終案
まで全 6 項の編成はかわらなかった。だが、項目
の順番は Working Draft までは共同声明の順番
とかわらなかったが、最終案では変更されている。
これをやや詳しくみると、第 1、2、6 項は移動が
なかった。だが、新条文案では、旧第 3 項は第 5














第 3 項～第 6 項の規定は、共同声明と同じかほ
ぼ同じであった。だが、第 1 項には、「協調（col-
laboration）」が、第 2 項には「生産的資源の開発















































ジプト）。 （USDS 1948 : 24, 122）7 月 6 日の第 1
専門委員会第 1 分科会で、インド代表がエジプ
ト提案を支持する意見表明を行った。インドは
この問題でさらに、7 月 8 日、新たな代替案を提
示し、基金の資産を悪化させないような方式で
対外残高の「適切な部分 a reasonable portion の
多角的処理」という文言に修正し、戦時異常残
高の処理を求めた。（USDS 1948 : 278）これにつ
いては、7 月 10 日の第 1 専門委員会の第 3 会議で、
英、米、仏が反対し、委員会で否決された。（USDS 






月 1 日の準備会議で始めに取り上げられ、3 日に
は、午後8時30分からの会議で取り上げられ、延々
と議論が続けられたことが記録されている。5 日
の午前 9 時 30 分の会議でも主要議題となってい















てた。（Horsefield 1969 : 1-95）
　こうした試算をベースにブレトンウッズで米国
は総額を 80 ～ 83 億ドルとみていた。米国の割
当額は 27.5 億ドル。英国が第 2 位の地位を占め、
ソ連が第 3 位で 10% 程度の割当比率が想定され
た。だが、会議で割当額が明らかになると、各国
はこぞってより多くの割当額を主張し始めた。




ホワイトは、① 12 億ドル案、② 9 億ドルと金拠
出額 25% の削減を組み合わせた案、のうちから
望ましい選択を求めるように提案し、ソ連との合




間では、1944 年 1 月から５月にかけて再度一連
の会議が持たれていた。そこでソ連側は、①金の
拠出比率は 15% を主張するが非占領地域となっ
























































































1978 : 179-3 ; MD 754 : 20-30 ; Horsefield 1969 : 97） 
　割当額は結局、7 月 15 日の割当に関する委員
会で、次のような合意に至った。（単位 100 万ドル）
（USDS 1948 : 634）
　米国 2750、英国 1300、ソ連 1200、中国 550、
フランス 450、インド 400、カナダ 300、オラン
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ダ 275、ベルギー 225、オーストラリア 200、ブ
ラジル 150、チェコスロヴァキア 125、ポーラン






1948 : 653, 1088-1089） 






月 13 日の「起草草案」で全 10 項からなる条項案
が固まっていた。これが 7 月 16 日の「作業草案
Working Draft」で、ほぼ現行案に近い形式と内
容に修正されたのである。「起草草案」にあった
第 6 項 Action by Fund on Proposed Changes が
削除されたため、最終的に全 9 項構成となった。
（USDS 1948 : 520-3, 660-3）
　当初案で「加盟国通貨の平価 Par Values of 
Menber Currencies」と題されていたタイトルは、
「通貨の平価」と変更された。全体の構成も共同
声明の全 5 項から全 9 項へと増えた。
　規定のうえでの重要な変更点に注目すると、ま



























所は最終的には、IMF 協定第 4 条「通貨の平価」
第 1 項「平価の表示」で「各加盟国の平価は共通







　共同声明第 4 条第 1 項に関する英米共同提案
第 1 項「 加 盟 国 通 貨 の 平 価 Par Values of the 
Currencies of the Members」では、金、あるい
は「金交換通貨単位 a gold-convertible currency 
unit」をもって加盟国の通貨価値を表示すること





1948 : 37, 185）
　7月5日、エジプト代表団は、国際通貨単位 VAL
を提案した。それは金 10 グラム、約 11.253 ドル、
約 54.013 シリングに相当した。（USDS 1948 : 164-
5）エジプト提案は、受け入れられなかった。
　7 月 6 日、第 1 専門委員会第 1 分科会は、英米
修正提案を承認した。（USDS 1948 : 215） 
　7 月 9 日になって第 1 分科会の提案は、第 1 専
門委員会に報告された。翌 10 日、第 1 項は成文
化された。しかし、この時点で第 4 条の第 2、3、4、
5 項はまだ審議中であった。（USDS 1948 : 451）





の規定であった。（USDS 1948 : 520-1）だが、金交
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換可能通貨単位の用語は変更されていなかった。
　翌 14 日、「起草委員会」の提案が第 1 専門委員
会で審議された。ここで、始めのうちは第 4 条第
1 項の用語の問題は提起されていなかった。だが、
第 4 条第 1 項との関連で注目すべき動きがあっ
た。この場で、第 3 条「割当と拠出」の第 3 項
「拠出：時期、支払いの場所及び形式」（b）の条




る。（USDS 1948 : 520, 628）
　この “gold-convertible exchange” なる用語は、
7 月 1 日付の準備草案第 2 条第 3 項、および「代
替提案 A 第 5 項「当初払込み Initial Payments」
に見いだすことができた。なお、“gold-convertible 
exchange” については、7 月 7 日付以降の草案に
は、金とともにその定義付けが必要であり、この
点で合意が得られ次第、変更される The phrase 
“gold and gold-convertible exchange” is subject 
to definition and to change in terminology as 
may be agreed upon との注記があった。
　ここまで第 3 条第 3 項の修正の経緯についてみ
たが、それでは、問題となっている第 4 条第 1 項
の当該箇所が修正されたのはいったい、何時のこ
とか。それは 7 月 16 日の「Working  Draft」に
おいてであった。すなわち、そこで「金交換可能
通貨単位 a gold-convertible currency unit」が「米
ドル the United States Dollar」へと変更された
のである。（USDS 1948 : 660）国務省会議録では
残念ながらこの経緯は不明である。
　この問題で注目すべきはドーマエルの研究であ
る。（Dormael 1978 : 201-3）彼は「米ドル」の用語は、
２段階の過程を経て導入されたと説明する。即ち、
第 1 の段階は第 4 条第 1 項の条文案に盛込まれた
「金交換可能通貨単位 gold-convertible currency 
unit」なる用語の導入である。彼によれば、これ











位が 7 月 6 日に、米国から修正提案された、とい
うドーマエルのこの説明は疑問である。
　第 1 に、ドーマエルの説明では、金交換可能通
貨単位の用語は、7 月 6 日に初めて提案されたこ
とになる。そうではない。国務省会議録では、7
月 1 日の共同声明第 4 条第 1 項に対する英米共同
修正提案にこの用語を見いだすことができる。６
日ではなく 1 日に、しかも米提案ではなく英米共





























して、「金、および金交換可能通貨 gold and gold 
convertibele currency」の用語を「金と米ドルの









月 13 日）の第 1 専門委員会での審議で問題となっ
たのは、第 4 条「通貨の平価」第 I 項「平価の表
示」の用語の問題ではなかった。第 3 条「割当及
び出資」第 3 項「出資」（b）、第 4 項「割当額が
変更された場合の払い込み」（a）の条文にある
gold-convertible exchange を United States dol-
lars に替えるかどうかが問題となっていたので
ある。すなわち、「金交換可能為替についてもこ
の文言を『米ドル』にかえることが might prove 
advisable との suggestion とともに特別委員会
Special Committee に扱いが委ねられた。」とい
う の が 実 際 の 経 緯 で あ る。（USDS 1848 : 599） 
ドーマエルは、明らかに、第 3 条第 3 項、同第 4











確認できなかった。（Dormael 1978 : 314 note 46）
　この経緯については最近、発見された財務省資




案したいと述べ、第 3 条の第 3 項（b）と第 4 項
（a）の gold and gold-convertible exchange を「金
と米ドルの公的保有」に置き換えるべきであると
提案した。この財務省資料によると、興味深いこ
とにロバートソンは、何故か、翌日（7 月 14 日）













































れた。（CW 1980b : 83）ケインズは 7 月 4 日付の
イングランド銀行総裁キャトー宛の書簡で「多く
の基礎的な仕事を舞台裏ですませて、議題は小委













































（CW 1980b : 79 ; Skidelsky 2001 : 352）
　• 金の買い入れ価格、外国為替取引のマージン
　現行の第 2 項「平価を基礎とする金買い入れ
Gold purchases based on par values」、 第 3 項
「平価比率を基礎とする外国為替取引 Foreign 
exchange dealings based on parity」の成文化に
は意外に手間取っている。7 月 7 日の英米共同提
案では、第 2 項、第 3 項に相当する条項案にタイ
トルがなく、前者についての成文化が進んだの
は、7 月 12 日であり、第 3 項については 7 月 13
日に至っても審議は継続され、文書は出来上がっ
ていなかった。第 3 項が条文案としてまとまるの
は、7 月 16 日のことであった。そこで直物とこ
れ以外の取引のマージンについて定められたので















早かった。国務省の会議録によれば、7 月 7 日
の第 4 条第 2 項～ 4 項にかかわる英米共同提案
で、その第 4 項の条文案にほぼ現行と同じ 3 つの
為替相場調整方式が打ち出されていた。（USDS 
1948 : 270-1）この英米共同提案は 7 月 13 日の「起
草委員会草案」で、第 5 項「平価の変更 Changes 
in Par Values」のなかに盛込まれ、これが最終条項










　この一方で、第 6 項「許可なき変更の結果 Ef-
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1948 : 312-4, 501-2, 520-3, 575, 660-3, 765-808, 1045, 
1089）
④第 6 条「資本移転 Capital Transfers」
　第 6 条は、7 月 13 日になって、共同声明第 5
条「資本取引 Capital Transactions 」1、2 の英
米共同代替案第 1 項 「資本の移転のための基金
の資金の利用 Use of the Resources of the Fund 
for Transfer of Capital」、および第 2 項「資本移
転に関わる基金の資金利用の制限 Limitation on 
Controls of Capital Movements」に、新たに共同
声明の第 3 条第２項「資本移転に関わる購入の条
件 Conditions Governning Purchases  for Capital 
Transfers」を取り込み、条文の位置、構造と
も変更された。即ち、当初案の第 5 条「資本取




の利用 Use of the Fund’s Resourses for Capital 
Transfers」、第 2 項「資本移転の特別条項 Spe-
cial Provisions for Capital Transfers」、第 3 項「資
本移転の統制 Controls of Capital Transfers」。こ
れらは、翌 14 日の第 1 専門委員会で承認された。








と論じている。（岩本 1999 : 245）





（1943 年の）12 月にこの主張を取り下げた。」（Horsefield 1969 : 62）ホースフィールドは、ここで、はっきりと、岩













との意見の相違が継続するときには、第 15 条第 2 項（ⅱ）が適用される。」この第 15 条第 2 項（ⅱ）がおよそ次のよ
うな規定であることはすでに指摘した。加盟国の過半数の決議によって基金の脱退を要求されることがある。















即していると思われる。条文中に capital transfer 









⑤第 7 条「稀少通貨 Scarce Currencies」 
　稀少条項の骨格は、共同声明第 6 条「稀少通貨
の割当 Apportionment of Scarce Currencies」第
1 項、第 2 項に対する英米共同の代替案第 1 項「一
般的稀少 General Scarcity」、第 2 項「基金保有
資金の稀少 Scarcity of the Fund’s  Holdings」と、
共 同 声 明 第 3 条「 基 金 と の 取 引 Transactions 
with the Fund」の英米共同の代替案第 3 条第 5
項「通貨の稀少化を防止する目的のための業務
Operations for the Purpose of Preventing Cur-
rncies from Becoming Scarce」の二つの部門か
ら構成される。
　かかる共同声明を基礎とした稀少通貨条項は、
いったん、7 月 7 日、全 4 項からなる以下の条文
案としてまとめられる。⑨
　第 1 項「一般的稀少」、第 2 項「基金保有の稀少」、
第 3 項「稀少通貨に対する制限措置 Administra-
tion of Restrictions on Scarce Currencies」、 第
4 項「制限に対する他の国際協定の効果 Effect 




案は、8 日の第 1 専門委員会第 2 分科会で承認さ
れる。（USDS 1948 : 31, 269-70, 289, 324-5, 449-50）
　だが、稀少通貨条項は、7月13日、第 1 専門委員
会「起草委員会報告」で、あらためて第 6 条から
7 条に位置づけ直される。（USDS 1948 : 449-50）
　ここでの主要な修正点は、共同声明の第 3 条
「基金との取引 Transactions with the Fund」第
5 項「通貨の稀少化を防止する目的のための業務
Operations for the Purpose of Preventing Cur-
rencies from Becoming Scarce」が新たに第 7 条
第 2 項「基金の稀少通貨保有を維持するための




（USDS 1948 : 525-7, 628）こうして、共同声明か





　⑥第 8 条「加盟国の一般的義務 General Obli-
gations of the Members」　
　国際通貨協定第 8 条「加盟国の一般的義務」は、















and Moggridge 1990 : 174-5）








完了するのは、7 月 19 日のことである。もっ
とも、第 2 項、第 3 項のタイトルに「回避する
Avoidance of　～」を書き入れた修正点を無視す





初案は、7 月 9 日の第 1 分科会に提案された「条
文案 Text of Provisions」第 9 条「加盟国の義務
Obligations of Menber Countries」で一層の定式
化が試みられる。それは全 4 項で構成され、各々
は以下の項目であった。第 1 項　「追加的理解
の目的と範囲 Purpose and Scope of Additional 
Undertakings」、第 2 項　「平価での金購入 Gold 
Purchases Based on Par Values」、第 3 項　「平
価での外国為替取引 Foreign Exchange Dealings 
Based on Par Values」、第 4 項　「経常的支払に
対する為替制限 Exchange Controls on Current 
Payments」。
 この第 9 条は、のちに第 8 条になるが、この時
点では全体の輪郭は明確ではなかった。なぜなら、
第 1 項の検討は先送りされ、第２項、第 3 項は、「起
草委員会 Drafting Committee」に検討のため送
付され、第 4 項は、翌日（10 日）の第 1 専門委
員会で「特別委員会 Ad Hoc Committee」に検討
をゆだねられることとされ、各項目とも手つかず
といってよいほどの状態にあったからだ。（USDS 
1948 : 343-4, 433）
　さらに、最終的には第 8 条第 4 項となる当初案
第 3 条の第 6 項「多角的清算」については、7 月
8、９日の両日、検討が進められたが、どう位置
づけるか、取り扱いに手間取っていた。同条項の
処理については、第 1 専門委員会第 2 分科会も、
11、12 日と連日この問題を検討していたが、結局、
第 9 条第４項とともに、一層の検討のため「特別
委員会 Ad Ho Committee」で処理されることに












IMF は、「資本の自由化を世界的に促進し（第 8 条「加盟国の一般的義務」で、経常取引制限や差別的通貨取決め、
複数通貨をやめ、外貨残高は交換自由とすることを決めている）、そのため為替平価が動揺するときには、基金から







⑪ 　当初案の第 3 条の代替案 A 第 6 項「多角的清算 Multilateral International Clearing」は、共同声明第 5 条第 5 項の
修正条項案であった。もともとの共同声明第 3 条第 5 項は、以下のような規定であった。「加盟国が基金から自国通
貨と引き換えに他の加盟国の通貨を買い入れる権利がある限り、他の加盟国の通貨あるいは金で他の加盟国から自国
通貨を買い入れる用意をしなければならない。以上の規定は、第 9 条第 3 項に基づき制限されている通貨には適用さ




 　これに対して代替案第 6 項は、次のような規定であった。「経常取引の結果、取得された残高、あるいは経常的支
払いのためにその残高の転換に必要な場合、他の加盟国の通貨、あるいは金で、他の加盟国から自国通貨を買い入れ
なければならない。ただし、以下の場合はこの限りではない。（a）第 5 条第 1 項資本移動の管理の規定に則して制限
されている場合、（b）第 10 条第 2 項に基づき実施していた制限を加盟国が撤廃する以前の取引の結果、蓄積された
残高である場合、（c）稀少通後宣言された通貨である場合、（d）為替制限に違反して取得された通貨である場合、で
ある。また、当該加盟国が国際通貨基金から他の加盟国の通貨を買い入れる資格を失っている場合も適用されない。」
（USDS 1948 : 31-2）












していた。（Howson and Moggridge 1990 : 181-2）
　そうして Ad Hoc 委員会から 7 月 13 日付で第
4 項「経常支払に対する為替制限 Exchange Con-















施しない。なお、これら 4 ～ 6 項には未だ表題が
なかった。（USDS 1948 : 544-6）
　この日（13 日）は第 1 専門委員会「起草委員会」
の報告も出された。そこでは、これまで第 9 条「加
盟 国 の 義 務 Obligations of Member Countries」
に位置していた条項案は、はじめて第 8 条「加盟









制限 Exchange Controls on Current Payments」、
第 3 項「多角的清算 International Clearing」、第
4 項「基金からの通貨の受け入れ Acceptance of 






 だが、かかる事態は、翌日 14 日の第 1 専門委員
会「特別委員会」報告で一気に打開される。そこ
で次のような勧告がなされたのである。
　第 1 に、共同声明を基礎とした第 3 条第 6 項「多
角 的 国 際 清 算 Multilateral International Clear-
ing」を起草委員会の勧告に従って第 8 条第 3 項と
する。
　第 2 に、7 月 13 日付の第 1 専門委員会 Ad Hoc
委員会による第 9 条第 4 項「経常支払に対する
為 替 制 限 Exchange Controls on Current Pay-
ments」を条項に盛込む。（USDS 1948 : 604-5）
　これをうけて、同日の 7 月 14 日、第 1 専門委
員会は、先の特別委員会の指摘を、第 2 項「経
常支払に対する為替制限 Exchange Controls on 
Current Paymens」、第 3 項「多角的国際清算
Multilateral International Clearing」として位置
づけ直すことで合意した。⑫（USDS 1948 : 628）
　しかしながら、この第 1 専門委員会の合意は、
最終合意にはならなかった。7 月 16 日の「作業
草案 Working Draft」によって、いったん第８条
第 3 項として条項化されることになっていた旧第
3 条第 6 項「多角的国際清算」は、あらためて第
8 条第 4 項「外国保有残高の交換性 Convertibility 
of Foreign held Ballances」と変えられ、内容的
にも整備されたのである。（USDS 1948 : 670-3）
そうして、これが実質的に最終条項となった。と
はいえ、第 8 条の条項案が最終的に確定したのは、
7 月 19 日の第 1 専門委員会「起草委員会」第 2 次
報告であった。第 2 項と第 3 項の条文に微修正が
施されたからであった。⑬（USDS 1948 : 780-3） 
　こうしてみると、イーディーがケインズに宛て
た 1945 年 1 月 25 日の書信での、第８条の第 2 項
⑫ 　ロビンズは、14 日付の日記のなかで次のように記している。基金についての仕事は極めてうまくいっている。昨
晩からバーンスタインとロバートソンが 14 日の午前３時過ぎまで協議を重ね、残された多くの専門的な問題につい
て実質的な合意に達した。（Howson and Moggridge 1990 : 184-5） 
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と第 4 項に関するイーディーの事態の認識とこれ
にもとづいたモグリッジの解釈─ 7 月 11 日を第
8 条第 4 項（b）（v）と第 8 条第 2 項（a）につい





リッジが主張する 7 月 11 日のことではない。即






8 条 4 項が先に、同 2 項が後になっていたと書い
ているが、これも不正確である。就中、モグリッ
ジは、ブレトンウッズ会議で最初に英国草案が






の第 8 条第 2 項と同第 4 項とがその順番を変更さ
れたのは 7 月12日から13 日にかけてである。7 月
12 日の時点では外国保有残高の交換性にかかわ
る第 9 条の第 4 項は、経常取引に対する為替制限
にかかわる第５項よりも前に置かれていたのであ
る。それが 13日には、経常取引に対する為替制限






共同声明 7.1 準備草案 7.13 草案 7.16 草案
第 9 条 （同左） 第 8 条 （同左）
第 1 項 （平価に基づく金の売買） 「追加的理解の範囲」 「序言」 （同左）
第 2 項 （平価に基づく為替取引）「平価に基づく金の売買」「経常取引に対する為替制限」 （同左）
第 3 項 （経常取引に対する為替制限）「平価に基づく為替取引」 「多角的清算」 「差別的通貨措置」
第 4 項 「経常取引に対する為替制限」 「通貨の受け入れ」 「外国保有残高の交換性」
第 5 項 「基金資産の免責」 「情報の提供」 （同左）
第 6 項 「訴訟の免責」 「国際協定に関する協議」 （同左）
第 7 項 「基金への課税の制限」
（注①）7 月 11、12 日の第 2 分科会での審議を経て構式内容上の大きな修正があった。
　　　 ７月 13 日草案の第 3 項は、元々は準備草案の第 3 条第６項であった。
（注②）7 月 13 日草案から 7 月 16 日草案にかけて構成、内容上の大きな修正があった。
（出所：USDS 1948 : 54-6, 152, 217, 231-3, 288-9, 311, 340-1, 343-4, 433, 527, 544-6, 598, 628, 670-673, 780-783）
⑬ 　このように第 8 条の整備が長引いた背景のひとつに次のような事情があった。すなわち、英蔵相が、6 月 14 日付
イングランド銀行総裁宛書信で指摘し、懸念を表明していた問題であった。即ち、同行は、協定案の 8 条第 4 項「外
国保有残高の交換性」として最終的には位置づけられる共同声明修正第 3 条第 6 項「多角的清算」の次の条文案に対







回避しうると判断したのである。（「7 月 8 日付ウェイリーからバドモア宛書信」；「7 月 9 日付英国外務省からブレト
ンウッズ代表団宛書信」T231/367）しかし、この指示は結局実現せず、当初の条文案が協定文となった。
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　⑦第 12 条　組織及び管理






















がまとまらなかった。エジプトは、7 月 12 日に、
常務理事 15 名、この内訳として最大国順に 5 名、
英帝国 3 名、中南米 3 名、中東 1 名、その他 3 を
提案する動きにでた。（USDS 1948 : 506-7）
　この問題では、結局、7 月 16 日の「作業草案
Working Draft」で、総数以外では最終協定文と
同じ文案で合意した。だが、総数の問題では、そ
こでは 12 ～ 14 名、さらに 19 日の第 1 専門委員
会起草委員会第 2 次報告でも同様の総数が考慮さ
れていたが、最終的には、同じ 19 日の特別委員
会「第 6 報告」で少なくとも 12 名とすることで
合意し、これが最終案になった。ただし、このうち






なかった。（USDS 1948 : 653, 678, 787, 833, 913-4）
　一方、票決の問題ではさきの「作業草案」で、
最終案に近い条文案がまとめられた。そうして、
7 月 19 日の起草委員会第 2 次報告でこれを若干
修正した条文案が最終的に採択された。（USDS 
1948 : 530-3, 676-81, 789-90） 
 
　⑧第 14 条　過渡期 Transitional Period
　 共 同 声 明 第 10 条「 過 渡 期 合 意 Transitional 
Arrangements」第 1 ～ 4 項がもとになっている。
（USDS 1948 : 56-7）注目すべきであるのは、7 月
1 日の条文案には英米の代替案がそえられていな
かった。条項化の骨格となる文書は実に 7 月 12
日付の文書であって、これが国務省文書に載って
いる。それは全3項からなり、第 1 項のみが表題が
つけられていただけであり、残りの第 2 項、第 3
項には表題が無かった。このことは何を意味する
のであろうか。恐らく英米間で最後まで調整に手
間取ったからではないであろうか。（USDS 1948 :  
537-8）これらをやや詳しく見ると、第1項は最終条
項の第1項、第2項に、第2項は第 3、4 項に、そう




明第 10 条第 1 項ですでに明確に基金は救済、復
興のための資金供与を行う機関ではないと規定し







　7 月 14 日、この代替案は、第 1 専門委員会「特
別委員会」によって報告された。そうして同日、
第 1 専門委員会で一応、承認された。 （USDS 
1948 : 607, 629） 過渡期条項は、このあと 7 月 16
日、「作業草案」で、第 10 条から第 14 条に移さ
れ、条項名も「過渡期 Transitional Period」と変
えられた。この条項案は、7 月 19 日の起草委員
会第２次報告で、一部修正が施され最終的な条文
になったのである。（USDS 1948 : 682-3, 791-2）
　こうしてみると共同声明から協定への目立った
変更点は以下の通りである。
　第 1 に、共同声明の最終条項第 10 条から国際




　第 3 に、共同声明の 3 年以内の「協議 consult」
















のか、規定していなかった。（de Vries 1969 : 225）
　こうしてモグリッジも評価するように、過渡期
条項について、英国は米国から大幅な譲歩をえる
















共同声明 7.12 英米共同草案 7.16 草案












（過渡期の性質） 第 3 項「基金への通告」
第 4 項「（項目名なし）」
（過渡期の性質） 第 4 項「制限対する基金の行動」
第 5 項「過渡期の性質」











　インドも 7 月 10 日、声明を発表し、基金は多
角的決済に使用できる資金の配分を行うことによ
り、戦後ポンド残高の問題の解決に関与すべきで














した。（Howson and Moggridge 1990 : 170-1）









































をうけると、懸念したのである。（MD 751 : 12-19）
　これに対してケインズは、ロンドンを主張して
いた。ホワイトは、ブレトンウッズ会議で最終提案












































（USDS 1948 : 190 ; ハ ロ ッ ド 1967 : 638 ; Mason 
1973 : 21-22 ; Oliver 1975 : 183）　
　第 2 専門委員会の全体の責任者はケインズで

























（USDS 1948 : 192-215）
　起草分科会から提案された銀行草案は、全体が
全 11 条からなり、最終協定の構成と同じであっ





る議論を終えた 7 月 11 日の午後になって、国際
復興開発銀行の協定文を取り扱う 4 つの分科会を
設置し、本格的に審議を開始した。そうして、最

























15 項 C と言うと、それがすぐに何んであるのか
分かります。だが、委員会の他のひとびとはそれ




人びとが第 15 項 C を見つけようとしているとそ




































名称が提案されていた。7 月 10 日、英国は In-
ternational Corporation for Reconstruction and 
Development、エルサルバドルは International 
Investment and Guarantee Association、あるい
は Investment と Guarantee を入れ替えた名称を
提案していた。（USDS 1948 : 366）






　7 月 13 日にフランスとエルサルバドルが、In-
ternational Financial Institution for Reconstruc-
tion and Development を提案してきた。だが、
設立される国際組織の名称については、7 月 17
日銀行の最終草案が提示されるに至っても未解決
のまま残されていた。（USDS 1948 : 714）
　最終的に名称がどのように決定されたのか、国
務省会議録にはその後の処理過程が記録されてい







































れに異論を挟まなかった。（Mikesell 1994 : 32-3）


































された部分であった。7 月 1 日の米国の修正提案
をもとに 7 月 12 日、英米が共同で修正提案を行っ
た。この後さらに条文案の修正が図られた。この
間に下線部分の修正がなされたのである。そうし
て、第 1 条の条文案は 7 月 19 日には基本的な修
正を終えていた。だが、ソ連が、土壇場で、第
1 条第 4 項の削除を求めたため、第 1 専門委員会
での最終的な承認は 7 月 21 日にずれ込む結果と
なった。（USDS 1948 : 192, 505-6, 593-4, 613, 714-






















的とする開発について to develop the resources 
and productive capacity of the world with spe-






























額の削減を求めた。（Oliver 1975 : 187）
　結局、多くの弱小加盟国は、基金への拠出額





るため、米国は自国の拠出分を 27 億 5000 万ドル
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り銀行の資本規模は 91 億ドルになった。（USDS 
1948 : 907, 1011 ; Oliver 1975 : 188）
第４表　主要加盟国への割当額












　第 2 条の第 5 項「応募資本の区分と払込み催
告 Division and calls of subscribed capital」 と
第 7 項「株式応募資金の支払い方法 Method of 
payment for subscriptions for shares」は、一体
の条項であると考えるべきであろう。イギリスや





当初案では、この第 5 項と第 7 項は、第 4 項「応
募資本の利用可能性 Availability of subscribed 
capital」と第 5 項「応募資本の支払い Payment 
of subscription」に位置づけられていた。そうし
て、第 4 項で、銀行の業務に必要な払い込み分
20% と、銀行の債務に備えた残余の 80% に分け
られていた。また、第 5 項では、一部を金で払込
み、それは全体の 20% を超えないこと、と規定
されていた。（USDS 1948 : 193-4）







行った。（USDS 1948 : 370-1）








1948 : 549, 552）この条項案は、さらに 7 月 15 日、
「応募資本の払い込み Payments of Subscribed 
Capital」の表題に変更され、さらに（a）項が、（a）
-（ⅰ）、（a）-（ⅱ）項として区分され、これに新
たに（b）「支払いの時期 Time of Pyment」の項
が追加された。（USDS 1948 : 627）この条項案は、
7 月 17 日に「銀行草案 Draft Proposals」の一部
として正式に承認された。（USDS 1948 : 716-7）
　しかしながら、一旦承認されたこれらの条項案
は、どういう経緯によってかは明らかでないが、
突然、7 月 19 日の第 2 専門委員会「起草委員会」
報告によって、現行の条文と同じ第 5 項「応募資
本の区分と払込み催告 Division and calls of sub-
scribed capital」、第 7 項「株式応募資金の支払
い方法 Method of payment for subscriptions for 
shares」に変更された。これにともない第 7 項 -1
では、第 5 項 -1 の規定にもとづく当初払い込み
分 20% のうち、2% 分は金または米ドルで、残余
18% は加盟国通貨で払い込むことになった。ま
た、第 5 項 -2 では、金または米ドル、加盟国通
貨での払い込みが認められた。さらに、先の条項
案にあった払い込みの時期に関する条項案は、第
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7 月 20 日の第 2 専門委員会の第 2 分科会で第 8
項に（c）として、非占領地域原加盟国は、業務
開始後 5 年間金拠出額の 25% の払い込みを延期




猶予額が 25% から 0.5％に変更される。そうして、
この提案が承認され、7 月 20 日に全ての委員会
からの最終報告として第 2 専門委員会に提出され
た銀行案の最終案に盛込まれたのである。（USDS 
1948 : 923, 987, 1019）しかしながら、この条項が
最終的に確定したのは 7 月 21 日のことであった。
更なる修正が施されたからである。すなわち、土
















は 11 月草案の当該箇所がもっぱら第 3 条と第４
条に整理されていた。
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く配慮するように求めた。この問題の処理では、
すでにみたように、equal に変えて equitable と
の用語が採用され、7 月 13 日、二つの目的をと
もに追求することが銀行の基本目標であること




























（Mikesell 1994 : 33）しかしながら、結局は、米
国の主張通りに特定プロイジェクト主義が貸付政
策の基本方針として貫かれた。




なかった問題であった。1944 年 4 月以前の草案
でも総額がどの程度になるのか確かではなかっ















本の 75% を超えてはならない。（USDS 1948 : 374-
5）議論の過程でポーランド代表団は、民間貸付の
保証と民間貸付への参加、銀行の直接貸付の総額
の上限として 300% を提案した。（ibid., 543-4）ノ
ルウェー代表は銀行が借入れられる資本の上限
を 120 億ドルとしたが、保証や貸付の限度につい
ては言及しなかった。（USDS 1948 : 381）英国は
正式に数字を提示しなかった。おそらく英国は
払込資本 100％内での貸付・保証額を支持してい


















（MD 752 : 3-60 ; Oliver 1975 : 191）この問題は結






せてはならない。」（USDS 1948 : 701）このよう
にしてアチソン、ブラウン、エクルスらの主張す





























この結果、第 3 条第 4 項で、銀行の貸付に、農業
企業への貸付を含めることになったが、事前協議


















論がたたわされた。7 月 13 日の報告で政府以外
の機関 institutions も認めることになった。さら
に翌日には、これが中央銀行と銀行が認める「こ
れに準ずる機関 some comparable agency of the 
government」と修正された。結局、銀行が承認
した政府系機関による返済保証も認められたので
あ る。（USDS 1948 : 560, 563-4, 630-1, 718-9 ; Oli-















提案に賛成しなかった。（USDS 1948 : 375-6 ; Oli-





別な状況を除き except in special circumstances、
復興と開発の特別のプロジェクトの目的のために
実施されなければならない。」（USDS 1948 : 629-
31, 718-9 ; Oliver 1975 : 194） なお、銀行による貸
付、および信用保証は「特定プロジェクト spe-
cific projects」に限定される、との規定は、7 月
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の条件を挙げた。（USDS 1948 : 842-3, 1020-1 ; Oli-
ver 1975 : 192-5）
　タイド・ローンに関わる条項は、当初、第 3 条
6 項の細目 3 項目（（a）、（b）、（c））の（a）であった。 
それは次のような条文案であった。「本銀行は、
貸付手取金が費消される加盟国に関していかな
る条件もかしてはならない。」（USDS 1948 : 197）
この条文案は 7 月 17 日の銀行草案 Draft Propos-
als でも維持されていた。ところが、7 月 19 日の
起草委員会報告で以下のように修正された。即ち、





（USDS 1948 : 719-20, 1021） 
　⑤第 4条　業務
　国際復興開発銀行の第 4 条第 1 項「貸付」、あ
るいは「貸付促進の方法 Methods of making or 
facilitating loans」 は 英 国 提 案 の 第 4 条 第 1 項














　当初案の 7 月 6 日付 Proposal for a Bank for 
Reconstruction and Development によると、第 1









でのように第 4 条第 1 項の（a）-（ⅱ）で規定せ
ず、同条第 5 項で、独立に規定する構成になって
いた。（USDS 1948 : 117-8, 200） 
　第 4 条第 1 項の条項化は、その後、10、14 日
と検討が進められ、17 日の起草委員会でいっ
たんはほぼ原案どおりに承認された。（USDS 
1948 : 380, 384, 624, 720）
　ところが何故にか、翌日の第 2 専門委員会第 2
分科会報告で、第 4 条第 1 項は、次のように修正
された。








なっていた。（USDS 1948 : 819）この修正にとも
ない、それまで別個に銀行の民間貸付への参加を
規定した第 5 項が不要になった。
　そうして 7 月 19 日の起草委員会報告で、よう
やく第 4 条第 I 項は（a）- ⅰ、ⅱ、ⅲ、それに（b）
からなる現行規定と同じ条項案が作成されたので
ある。（USDS 1948 : 843）
　この条項案は、7 月 19 日の第 2 専門委員会で
ひとたび承認されるが、この後、微修正され、
最終的に承認されるのは翌日のことであった。
（USDS 1948 : 1022）
　「拒否権」については当初案では、第 2 項
Loans from subscribed capital、 第 3 項 Loans 
























（USDS 1948 : 197-8, 720, 818-9, 843-4, 1022）
　「拒否権」の問題は、最終協定では、第 2 項「通















にしようとすると、当初案の第 4 条第 2 項 Loans 
from subscribed capital、 同 第 3 項 Loans from 






















































（USDS 1948 : 1182-4 ; Oliver 1975 : 197-8）
　貸付、保証業務にともなう利子、手数料につ
いては 7 月 6 日の当初の銀行草案では、利子、
手数料とも年 1% 程度を考えていた。（USDS 
1948 : 199-200） 英米間で考え方の相違があり、ま
たノルウェーは貸付に手数料をとることに反対し
た。（USDS 1948 : 383, 384）このようななかで 7
月 14 日の条文案では、当初年率で 1 ～ 1.5％、そ
の後引き下げの可能性ありとの考えが打ち出され
ていた。（USDS 1948 : 632-3）
　金利と手数料については、結局、7 月 17 日に
基本合意に至り、19 日に最終条文が承認され、






















とになった。（第 4 条第 7 項）（Olive 1975 : 202-3）
　残された業務についてはオリバーの指摘を引こ


















ていた。（USDS 1948 : 201-2, 385-6）この条項案
は、7 月 13 日の起草委員会報告でも第 4 項第 8
項に盛り込まれ、維持されていた。それはまた 7
月 17 日の第に専門委員会でも承認されていた。
（USDS 1948 : 569, 723）しかしながら、この条項
案は最終的には銀行の条文に盛り込まれなかっ
た。（USDS 1948 : 848, 1027）








えたのである。結局、7 月 20 日の最終報告で第
4 条第 4 項（ⅳ）として 3/4 以上の票決数をもっ
て特別準備金に限って証券投資が認められた。







が、この条文案は 7 月 10 日の準備草案から削除





















の構成は 1943 年 11 月草案では、9 人とし、そこ
では、永久理事国についての言及はなかった。ブ
レトンウッズ会議に提出された草案では理事会は
11 名の理事、すなわち 5 つの最大株式保有国と
残りの理事国から構成され、理事会は銀行の総裁







まった。（Oliver 1975 : 205）
　最後に、国際復興開発銀行の本部をどこにおく
かは、国際通貨基金と同様に、英米の根深い対立
から決まらず、先送りされた。（Oliver 1975 : 207）
　7 月 19 日、国際復興開発銀行案についての最
終案が、起草委員会によって第 2 専門委員会に提
案された。だが、ソ連は 7 月 20 日の第 2 専門委
員会で 7 項目にわたり削除、あるいは修正をもと
め、最終的な態度を留保した。第1条第4項の削除、
第 2 条第 5、7 項の修正、第 4 条第 4、5 項の修正、






通しが流れた。（USDS 1948 : 837-57, 918-9, 1078-9, 
1099-1100 ; Oliver 1975 : 209-10）
（３）第 3専門委員会と国際決済銀行（BIS）
　メキシコ代表のスアーレスが委員長を務める第
























　問題が一気に表面化したのは、7 月 10 日であっ
た。この日、ノルウェー代表団が BIS の清算を
期して勧告案を提案したのである。それは、①
BIS を “at the earliest possible date” に 清 算 す
る、② BIS の経営、取引について調査する委員
会を設置する、ことが柱となっていた。（USDS 














ためて表面化するのは 7 月 18 日であった。米国
代表団の動きを記録した『モーゲンソー日記』に
よると、米国代表団が BIS 問題で会議を開催し






当初案の “at the earliest possible date” を “at the 
earliest possible moment” に変更したものであっ
た。（但し、『モーゲンソー日記』には、“at the 





























とした提案が記されていた。（CW 1980b : 97）一
体、ケインズは、BIS 問題をどう考えていたの
であろうか。モグリッジは、『ケインズ全集』第
26 巻で、この日の分科会での BIS 問題の処理が、
ケインズの激しい怒りの行動を惹起した、彼は、
そこで英国を欺むく行為であると詰問したと記し






























たのであろうか。ともかく「BIS を “at the earliest 
possible moment” に清算する」が最終的な勧告
と な っ た の で あ る。⑱（USDS 1948 : 915-6, 919-




この問題は、もともと 7 月 6 日に第 1 専門委
員会の第 2 分科会でメキシコが提起したもの
⑮ 　ラグスフォード提案が、彼独自の判断で提案されたのかどうか、われわれは資料的に確認できなかった。
⑯ 　スキデルスキーは、ラグスフォードの修正提案の審議、ケインズとモーゲンソーとの晩餐の日を 7 月 18 日として
いるが、そうであろうか。（Skidelsky 2001 : 354）BIS の歴史を記したトニオロ（Toniolo, G）の大著も、ブレトン
ウッズの会議録に直接あたらず、スキデルスキーを有力な典拠として経緯を論じているため、記述上の錯誤が目立つ。
（Toniolo 2005）





記している。（矢後 2000 : 126-7）ここで「オランダの修正提案」というのは間違いであろう。また、矢後は、この論
拠として、自著の注 4 で、国際通貨基金の資料を参照するよう指摘している。だが、そこでは、ノルウェー案及びそ
の修正案が文書番号 170-280、及び 481-547 のなかにあると記しているだけである。いったい、ノルウェー提案、及
びその修正文書は、これら 280 近くに及ぶ文書番号のどれに該当するのであろうか。実は、7 月 10 日ノルウェー提案は、
文書番号 235、その修正文書は文書番号 481（最終文書は 510）である。矢後は何故にこれらの番号を直接注記しな
いのか。彼が修正案を「オランダの修正提案」とする錯誤は、こうした資料の扱いからくるのではないか。
 　なお、中央銀行の協力機構として BIS は、ブレトンウッズ機構の設立後も存続した。戦後初期には欧州の清算、
決済機関として、またマーシャル計画では欧州各国の中心的な金融機関として機能し、その後は EPU の代理機関と
なった。各国の中央銀行にとって BIS は必要であり、BIS はその協力機関として生き残ったのである。













て い る。（USDS 1948 : 121, 182-3, 227-30, 1157 ;  
Howson and Moggridge 1990 : 173-4, 179）
　会議では、結局、第 5 条「基金との取引」第 4
項「条件の免除」で、銀を金、有価証券とならん
で担保資産として認めることで、銀勢力の動きを












への対応を見送った。（USDS 1948 : 279, 330, 332, 























つけた。（MD 755 : 69-71）
　この後、モーゲンソーとブレトンウッズ会議の




























の改ざんをしてはいけない。それというのも、彼は、7 月 19 日付モーゲンソー日記の 4 頁から 7 頁に渡り多くを引
用しているが、6 頁のほぼ全部を削除したうえで、5 頁と 7 頁のなかのモーゲンソーの発言部分をつなげて引用文とし、
自説の論拠としているからである。いったいどうしたことであろうか。（Dormael 1997 : 60-1）
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は記載しないことになった。（USDS 1948 : 1045）
　銀行案については、なおも調整が続けられた。
























1948 : 1100-5, 1105-6）
　会期を延長したものの時間の経過は早かった。
ブレトンウッズ会議が終わりに近づいた。最終日





ズは、BIS を巡る混乱で 7 月 19 日に軽い心臓発
作を起こしていたからである。（CW 1980b : 97-


















































































く成し遂げたのです。」（ケインズ 1988 : 140 ; CW 










































1948 : 1224-8 ; Dormael 1978 : 221-2）









翌日に署名した。（USDS 1948 : 1107-26 ; Dormael 
1978 : 221-3）














































































1945 年 1 月、蔵相不在にも関わらず、急遽行動
を起こし、法案の審議入りを試みる始末であった。
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を作成し 9 月 17 日にこれを関係者に送付する。
これによって問題は広く知られるようになり、ま
た論争の輪が広がる。
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会議には、バーンスタイン、ラクスフォードが同
席した。この席上、ケインズは、10 月 6 日の書
信で問うた問題について、あらためて提議した。








































8 条第 2 項（a）によって削除され、無効となっ
たと告げられているのです。私は、（このような


















英国に与えるべきである。（CW 1980b : 150-1）
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ると論じる。（Moggridge 1992 : 752）果たしてそ
うであろうか。
　7 月 11 日から 7 月 14 日にいたるロビンズの日
記のなかの関連する記述を抜き出すと、それらは
次のような内容である。

























の日記（Howson and Moggridge 1990 : 180, 181, 
184）を読解することによって、いくつか重要な
情報を得ることができる。














月 11 日から 14 日までの間に、共同声明から国際
通貨基金の条文案へと大きな進展をみせていたこ
とが判る。とくに 13 日夜から 14 日の午前 3 時ま








25 日付書信をもとに、7 月 11 日を第８条第４項
（b）（v）と第８条第 2 項（a）についての決定的








する 7 月 11 日のことではない。一方、議事録で
は 14 日の第 1 専門委員会で第８条の条項が基本
的に承認されたとある。だが、すでの指摘したよ
うに、同日の時点では第８条第 4 項の外国保有残










に英国側草案があり、そこでは後の第 8 条 4 項先
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に、同 2 項が後になっていたと書いているが、こ






ズ協定の第 8 条第 2 項と同第 4 項とがその順番を
変更されたのは 7 月 12 日から 13 日にかけてで








































英国側が妥協を余儀なくされた。英蔵相は、5 月 3 
日、条文が拙速に作成されたことへの言及を削除
し、日付を 2 月 1 日付としたままの書信を送付し、
もとの書信に変えるように求めるという異常な措
置がとられたのである。（Dormael 1978 : 238-9）　




























は 7 月 11 日の午後であった。その最終案がまと

























































メキシコ、ペルーの諸国であった。1946 年 3 月の
サヴァンナ会議開催中にエルサルバドル、ニカラ
グア、パナマが、3 月 30 日にはブレトンウッズ会
議にオブザーバー参加したデンマークが、加わっ
た。このほかでは、オーストラリアは 1947 年 8 月、
ハイチは 1953 年 9 月、ニュージーランドは 1961
年 8 月、リベリアは 1962 年 3 月に、それぞれ加
盟した。これによって、ブレトンウッズ協定加盟
国は 45 カ国となった。（Horsefield 1969 : 116-8） 
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